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平成 11 年に公布・施行された男女共同参画社会基本法に基づき、「第 3 次男女 























能にしている（資料 1 参照）。 
第 9 章 国立女性教育会館の大学職員研修 
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資料 1 国立女性教育会館における大学職員研修タイトル、対象者の変遷 
平成 22 年度「大学・研究機関のための男女共同参画推進研修」 
対象者：大学・公的研究機関等の男女共同参画オフィス管理職 
平成 23 年度「大学職員のための男女共同参画推進研修」 
対象者：大学・公的研究機関等の意思決定組織に所属する教職員等 
平成 24 年度「大学等における男女共同参画推進セミナー」 
対象者：大学・短期大学・高等専門学校における意思決定組織に所属する教職員 
（男女共同参画推進担当責任者も含む） 









平成 25 年度の大学職員向け研修 






















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































本 プ ロ グ ラ ム の 意 味


























































































































学生へのキャリア形成支援」の 3 つを設定した。 











・1 日目は座学中心、2 日目はグループ討議中心のメリハリある日程とした。 
4 平成 25 年度研修の成果 
参加者の概況 
(1) 参加者定員   80 名 
(2) 応募者数    94 名 
(3) 参加者数    87 名 
(4) 参加者内訳   教員系 41 名、職員系 46 名 
(5) 参加者の地域バランス 
北海道・東北 14 名（16.1％） 関東 31 名（35.6％） 甲信越 4 名（4.6％） 
北陸・東海 10 名（11.5％） 近畿 9 名（10.3％） 中国・四国 10 名（11.5％） 














































































(1) 全体の満足度 97．2％（非常に満足 43．5％ 満足 53．7％） 
















































1200 校を超える大学・短期大学・高等専門学校から 1 校でも多くの参加を得ら
れることが大きな課題である。今回の研修から、参加対象者を学内で「意思決定
Ⅱ 実践の展開 
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組織に所属する教職員」から「男女共同参画推進に関わる教職員」と間口を広げ
たように、実際に推進業務を担当する者が参加し、自らの男女共同参画意識を高
め、学内に提言していくことが重要と考える。参加者募集における広報について
も、あて先を男女共同参画室、女性研究者支援室などとし、男女共同参画推進を
担当する部署に直接届くようにした。その結果、全国立大学、推進担当部署が明
示されている公立大学、積極的に推進している私立大学等への電話による募集活
動の際も、募集の案内がすでに届いていることから円滑に話ができるところが多
かった。このような地道な広報活動を次年度も継続して行っていく必要がある。
また、募集に当たっては、文部科学省、一般社団法人国立大学協会、日本私立大
学団体連合会、日本私立短期大学協会、独立行政法人国立高等専門学校機構から
の後援を受けた。新たに一般社団法人公立大学協会への後援申請を行うとともに、
今後もこうした連携を重視して、参加者を拡大するとともに学内における男女共
同参画意識の浸透が進められるようにすることが必要である。 
 
（ちぎら・まさし 国立女性教育会館事業課専門職員） 
